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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

(1）連結経営指標等                     

売上高（百万円） 13,914 13,240 12,488 12,625 12,890

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△152 230 353 1,043 750

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
△143 △1,051 246 901 444

包括利益（百万円） － － 253 940 492

純資産額（百万円） 3,881 2,802 3,035 3,954 4,416

総資産額（百万円） 8,331 6,741 6,512 7,451 7,711

１株当たり純資産額（円） 8,703.206,056.546,599.958,836.889,910.21

１株当たり当期純利益金額又

は当期純損失金額（△）

（円）

△358.89△2,628.04 616.96 2,254.731,110.56

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 41.78 35.94 40.54 47.43 51.41

自己資本利益率（％） － － 9.35 25.52 11.21

株価収益率（倍） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
67 178 319 1,072 722

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△144 △1 △23 △435 △353

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△113 △107 △53 △38 △46

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
1,715 1,784 2,027 2,625 2,947

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕

（人）

402

〔329〕

387

〔337〕

363

〔258〕

355

〔255〕

355

〔240〕
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回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期
決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

(2）提出会社の経営指標等                     

売上高（百万円） 10,554 10,023 9,486 9,692 9,635

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△189 263 275 913 595

当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
△124 △1,013 226 874 401

資本金（百万円） 200 200 200 200 200

発行済株式総数（千株） 400 400 400 400 400

純資産額（百万円） 2,743 1,722 1,920 2,787 3,173

総資産額（百万円） 6,596 5,076 4,947 5,658 5,808

１株当たり純資産額（円） 6,859.944,307.484,800.326,969.327,934.06

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配当額）

（円）

50

(－)

40

(－)

40

(－)

50

(－)

50

(－)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）（円）

△310.22△2,534.22 565.90 2,187.031,004.14

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 41.6 33.9 38.8 49.3 54.6

自己資本利益率（％） － － 11.79 31.40 12.66

株価収益率（倍） － － － － －

配当性向（％） － － 7.0 2.2 4.9

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕

（人）

276

〔52〕

275

〔51〕

270

〔48〕

268

〔46〕

261

〔49〕

                     

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。な

お、第71期、第72期につきましては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

３．株価収益率は非上場のため記載しておりません。
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２【沿革】

　明治９年７月21日、盛岡・呉服町の活版業・川越勘兵衛親子による「日進社」から岩手県初の新聞として発刊され

た「巖手新聞誌」が本紙の前身です。この新聞は和とじの小冊子で、ただ１号だけで廃刊となりましたが、後に「日進

新聞」、「巖手新聞」と改題。同19年９月には銀行家に買い取られて新たに「巖手日日新聞」として創刊されました。

しかし、同23年９月、政党機関紙化した「巖手日日新聞」は、姉妹紙である「巖手公報」に吸収され、さらに同30年３

月、「盛岡日報」と合併し、「巖手日報」として装いを新たにしました。後に題字を「岩手日報」とするなどの幾多の

変遷を経てきましたが、昭和13年１月、銀行の支配下にあるのをいさぎよしとしなかった社内有志は岩手日報従業員

組合を組織し、日刊「新岩手日報」を発行。銀行系岩手日報はまもなく発行不能に陥ったため、「新岩手日報」は県内

唯一の日刊紙となりました。

　その後の主な沿革は次のとおりです。

昭和13年６月 従業員組合により資本金５万円で株式会社新岩手社を設立、経営を同社に移す

26年９月 「新岩手日報」5,000号を機に「岩手日報」に題字を変更

37年１月 社名を株式会社岩手日報社と商号変更、６月に払込資本金１億7,000万円とし、10月に現在地の盛岡

市内丸に地上３階地下１階の新社屋を完成させる

44年12月本社本館に４、５階を増築、別館１、２階の改装工事が完成

49年６月 株式会社岩手日報広告社を100％出資で設立（現・連結子会社）、総合広告代理店のほか住宅展示場

を運営

55年３月 販売店組織岩手日報会と共同出資で新聞折込広告、発送、各種広告業、デザイン制作を営業内容とす

る岩手日報アド・ブランチ株式会社を設立（現・連結子会社）

57年６月 一関大手町に地上５階地下１階の一関支社ビル完成

平成３年６月 盛岡市大通３丁目に三浦新聞店と共同出資で株式会社岩手日報こずかたセンターを設立（現・連結

子会社）、新聞販売、折込広告配達を強化

４年10月 第54期株主総会で新株６万株を縁故募集により発行を承認可決、資本金２億円とする

６年12月 盛岡市みたけ４丁目に「制作センター」完成。地上３階、地下１階、カラーキーレスのタワー式輪転

機２セット導入。朝刊32ページ印刷体制を確立

19年１月 「制作センター」にカラー輪転機２台増設、カラー16ページを含む40ページ印刷体制を確立

22年７月 夕刊を休刊、朝刊に統合。朝刊単独紙に

23年３月 東日本大地震で発生した津波により陸前高田支局流出、大船渡支局が全壊

23年４月 大船渡市盛町に大船渡、陸前高田合同支局を開設
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３【事業の内容】

　当社及び当社の関係会社（当社及び連結子会社３社により構成＝平成25年３月31日現在）においては、地域の発展

に寄与する報道機関として日刊紙「岩手日報」の発行と販売及び広告掲載を主とし、これに付帯する出版、折込広告

の取扱い、各種の印刷、さらには社会厚生、文化、教育、スポーツ等の向上普及を目的とする各種催事と支援事業等を

行っております。

　当社グループの事業は単一のセグメントで、セグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しておりま

す。

（販売部門）

　当部門においては、当社発行の日刊紙「岩手日報」を県内及び宮城、秋田、青森の各販売店を通じて毎日読者に戸別

配達しております。

　現在の基本ページは朝刊24ページ。随時増ページをしております。

　また、当社では定期出版物として文芸誌「北の文学」、カラー百科シリーズなど多岐にわたる分野の書籍を刊行して

おります。

〔関係会社〕

　株式会社岩手日報こずかたセンター、岩手日報アド・ブランチ株式会社

（広告部門）

　当部門においては、当社発行の新聞及び出版物に掲載する広告の取材、制作、出稿を行っております。本紙の記事と広

告の割合は７対３で、広告の掲載は大部分が全段や記事下ですが、このほか突き出し、記事中、題字下等の特別広告欄

があります。

　㈱岩手日報広告社は当社専属の広告代理店で記事下広告をはじめ求人、慶弔など本紙掲載広告を取り扱っておりま

す。また、岩手日報アド・ブランチ㈱も新聞広告を取り扱っております。

〔関係会社〕

　株式会社岩手日報広告社、岩手日報アド・ブランチ株式会社

（折込部門）

　当部門においては、新聞の折込広告を取り扱っております。折込広告は岩手日報アド・ブランチ㈱の営業種目の大半

を占め、県内の新聞読者に向けた折込広告の配布窓口として信頼を高めております。最近では県外とも連携を取り、新

潟を含む東北７県のほか首都圏、近畿圏からも配布依頼を受けております。

　㈱岩手日報こずかたセンターでは、岩手日報アド・ブランチ㈱など盛岡市内の折込専門会社及び業者から直接依頼

された広告チラシを、岩手日報に折り込んで読者に戸別配達をしております。

〔関係会社〕

　岩手日報アド・ブランチ株式会社、株式会社岩手日報こずかたセンター

（その他の部門）

　当部門においては、岩手の県民生活・文化の向上に寄与することを目的に芸術文化、スポーツのみならず社会福祉、

産業経済などあらゆる分野にわたって多彩な事業を主催・後援しております。伝統を誇る一関・盛岡間駅伝、岩手の

書家展などの定期催事以外に、平成25年１月には「サルバドール・ダリ展」を㈱アイビーシー岩手放送と共催で開催

するなど多岐にわたる事業展開を行っております。また、その他に折込チラシ・パンフレットなどの印刷物の作成等

を行っております。
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〔関係会社〕

　株式会社岩手日報広告社、岩手日報アド・ブランチ株式会社

〔事業系統図〕

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりです。

４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

㈱岩手日報広告社
岩手県

盛岡市
10

広告代理業

印刷業
100

当社広告掲載の取扱い、広告版下の制

作をしている。当社所有の建物を賃借

している。

役員の兼任等…有

岩手日報

アド・ブランチ㈱

＊３

岩手県

盛岡市
10

折込広告取扱業

広告代理業

新聞送達業

70

当社広告掲載の取扱い、広告版下の制

作をしている。当社発行の日刊紙の販

売をしている。

役員の兼任等…有

㈱岩手日報

こずかたセンター

＊１＊２

岩手県

盛岡市
20

新聞送達業

折込広告取扱業
50

当社発行の日刊紙の販売をしている。

役員の兼任等…有

　（注）１．有価証券報告書を提出している関係会社はありません。

２．＊１：特定子会社

３．＊２：持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものです。

４．＊３：岩手日報アド・ブランチ㈱は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 売上高 3,067 百万円

 経常利益 23 百万円

 当期純利益 16 百万円

 純資産額 331 百万円

 総資産額 804 百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

 平成25年３月31日現在

事業の部門の名称 従業員数（人）

製造部門 179〔 38〕

営業部門 157〔200〕

管理部門 19〔  2〕

合計 355〔240〕

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載してます。

２．臨時従業員にはパートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

   261〔49〕 40.8 16.7 6,705,942

　

　セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

　

事業の部門の名称 従業員数（人）

製造部門 179〔38〕

営業部門 63 〔9〕

管理部門 19〔 2〕

合計 261〔49〕

（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従業

員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員にはパートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループには、当社において岩手日報労働組合が組織されており、日本新聞労働組合連合に属しております。

組合員数は平成25年３月31日現在197人でユニオンショップ制です。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　東日本大震災の落ち込みから景気対策等で持ち直しが見られたわが国経済は、当連結会計年度に入り翳りが見え

始め、加えて欧州債務危機、円高、新興国の成長鈍化などを要因とする景気悪化が懸念されました。しかし、昨年末の

政権交代後、期待感から円安、株高が進み景気回復の兆しが見えております。一方で領土問題に伴う中国・韓国との

軋轢など不安要素もあり、不透明感は払拭されておりません。

　岩手県内の経済は、東日本大震災により甚大な被害を受けた沿岸部の復興計画に伴い、公共投資、住宅投資が増加

傾向となりましたが、雇用・所得環境、個人消費の低迷などもあり依然として弱い動きで推移しております。

　当連結会計年度の当社グループ（当社及び連結子会社）は、このような経済環境の中でのスタートとなりました。

売り上げの基幹となる購読者の掘り起こしに全力を挙げて取り組みました。紙面では「大震災を風化させない」を

合言葉に、県紙の使命である読者目線に立った新聞づくりや、地域情報、被災者情報などを展開、発信しました。しか

し、進まない大震災の復旧、先行き不透明な景気動向もあり足踏みの状態が続いております。

　売り上げは大震災の影響を受けた前連結会計年度との比較では増加しておりますが、回復しない県内景気などを

反映し総じて苦戦の状況が続いております。

　経費は削減に努めましたが、取引先の支援措置等があった前連結会計年度に比べ大きく増加しました。当社が昨年

から手がけていた紙面製作に係る上流工程の設備更新が当連結会計年度に完了し、減価償却費が増加したことも要

因であります。

　この結果、当連結会計年度の売上高は12,890百万円と前年同期に比べ264百万円（＋2.1％）の増収。営業利益は

716百万円（前年同期比△276百万円、△27.9％）、経常利益は750百万円（前年同期比△293百万円、△28.1％）、当

期純利益444百万円（前年同期比△457百万円、△50.7％）となりました。

　当社グループの新聞関連事業の業績は、次のとおりです。

（販売部門）

　新聞売上は東日本大震災の被災により減少した読者の掘り起しに取り組みました。しかし、若年層の活字離れに加

え、進まない復旧など大震災前の購読者数にあと一歩のところで足踏み状態となっております。　

　この結果、売上高は6,838百万円（前年同期比△112百万円、△1.6％（当社単独ベース））となりました。

（広告部門）

　大震災で被災した福島県、宮城県の新聞社と共同で被災地支援企画などの広告事業を展開。観光特集など大型企画

が取り止めとなった前年に比べ売上は増加しました。

　この結果、売上高は2,610百万円（前年同期比＋42百万円、＋1.6％（当社単独ベース））となりました。

（折込部門）

　折込広告は、東日本大震災による自粛により大きく減少した前年に比べ増加し、売上高は2,858百万円（前年同期

比＋322百万円、＋12.7％（連結子会社２社の合計））となりました。

（その他の部門）

　大型催事の「プロ野球楽天対ソフトバンク戦」が雨天中止となりましたが、20世紀美術界の鬼才サルバドール・

ダリの魅力を伝えた「ダリ展」など芸術文化催事の主催、後援など多彩な事業を展開し、県民への浸透を図りまし

た。

　売上高は186百万円（前年同期比＋13百万円、＋7.7％（当社単独ベース））となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が638百万円

（前年同期比△376百万円、△37.1％）でありましたが、当社において大型設備投資があったことなどにより、当連

結会計年度末の資金は前年同期比322百万円（＋12.3％）増加の2,947百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金の増加は722百万円（前年同期比△349百万円、△32.6％）となりま

した。この増加の主な要因は、取り引き先による減免措置が終了し売上原価が増加しましたが、大震災の影響を受け

ながらも売上増となったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動により使用した資金は353百万円（前年同期比△82百万円、△18.9％）となりま

した。これは当社において編集組版システム等の設備投資資金（自己資金を使用）の支出があったことによるもの

です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動の結果、使用した資金は46百万円であり、前連結会計年度と比べ7百万円（＋

19.2％）増加しました。これは配当金の支払額及び少数株主への配当金の支払額が増加したことによるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）の製造業は、日刊紙発行業の当社のみであり、製品の特殊性から受注生産形態

をとっていないため、生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

このため生産、受注及び販売の状況については「1　業績等の概要」における各事業の部門別業績に関連付けて示して

おります。

３【対処すべき課題】

　今後の当社グループ（当社及び連結子会社）を取り巻く経営環境は、景気の低迷による広告宣伝費の抑制や若年層

を中心とした無購読層の増加、他メディアとの競合による広告の選別化、原材料や印刷資材の高止まりなど厳しい状

況が続いています。また、遅々として進まない東日本大震災の復旧も大きな問題です。

　大震災後の被災者の目線に立った報道は「岩手日報」の信頼を今まで以上に高める結果となりました。大震災を風

化さない、忘れない、忘れさせないことが報道機関としての使命と考えおります。

　このような経営環境下、当社では、輪転機の更新などの大型設備投資を下支えするため一層の経営効率化を図るとと

もに、当社グループの総力を結集し経営基盤を強化する必要があります。

　

４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものです。

(1）特有の取引慣行に基づく取引について

　わが国の日刊紙は、販売店を通じての宅配制度が長い歴史の中で定着しております。読者のニーズに応え、効率的

な販売を行うためには、今後においてもこの方針を一層強化し、維持していくことが重要であると認識しておりま

す。

　また、紙面に掲載する広告は、広告代理店を通しての取引が大きな割合を占めておりますが、広告代理店等との契

約につきましては、契約内容が突然に変更することも少なくないことから、掲載ごとの個別契約書を交わしていな

いのが、広告業界では取引慣行となっております。これらの慣行に何らかの理由で突然大きな変化が生じた場合に

は、当社の事業展開や業績などに影響を及ぼす可能性があります。

(2）景気変動による影響について

　当社グループの売上高のうち広告収入は、景気変動等の影響を受けやすく、スポンサーの業績が悪化した場合に

は、広告宣伝を手控える要因となります。その場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）原材料の市況変動による影響について

　当社費用の主要な部分を占める用紙費は、紙製品の需給バランス等に起因する市況変動の影響を受けます。市況が

さらに高騰するような事態になれば当社の業績に影響を及ぼすことも考えられます。

(4）著作物再販制度について

　新聞は現在「再販売価格維持制度」（再販制度）と「新聞業における特定の不公平な取引方法」（新聞特殊指

定）により、全国どの地域でも同一紙同一価格となっております。今後、同法が改定、廃止されれば経営成績及び財

政状況に影響を及ぼす可能性があります。

(5）消費税等の増税について

　低所得者の増加に伴い、経済的理由による購読中止が増えております。このような環境のなか、消費税等の増税に

より支払額が増加した場合、購読を中止する読者の増加が予想され経営成績、財政状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当する重要な契約、変更又は解約等はありません。

６【研究開発活動】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は研究開発活動を行っていないので、該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

ります。

　また、決算日現在において合理的だと考えられる要因に基づいて判断及び見積りをしておりますので、実際の結果

と異なる可能性があります。

①投資の減損

　当社グループは、株価の変動性が高い市場性のある株式と、株価の決定が困難な市場性のない株式を少数持分によ

り保有しております。これらの株式については、決算日現在で下落が一時的でないと判断した場合、減損処理をして

おります。

②繰延税金資産

　会計上の利益と課税所得との間の一時差異については、税効果会計を適用し、繰延税金資産を計上しております。

適用に当たりましては、決算日現在で将来の回収可能性を慎重に検討し判断しております。なお、当社におきまして

回収可能な見積りを計れなかったため当期においても繰延税金資産を計上しておりません。

③退職給付費用

　従業員の退職給付に備えるため、簡便法による見積り額を見込み額として計上しております。退職一時金制度につ

いては、期末自己都合要支給額を退職給付債務として、確定給付企業年金制度については、直近の年金財政計算上の

数理債務及び支払準備金の額を退職給付債務とし、退職給付債務の金額から期末日における年金資産の額を控除し

た金額を退職給付引当金として計上しております。

④固定資産の減損

　減損の兆候がある資産または資産グループにつきましては、決算日現在で割引前将来キャッシュ・フローの総額

を見積もり、帳簿価額を下回る場合に減損損失を認識し、帳簿価額を回収可能価額まで減額しておりますが、当連結

会計年度は該当事項はありません。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　当社グループの当連結会計年度の経営成績は、当社グループの売上の基盤となる購読部数が東日本大震災前まで、

あと一歩というところで足踏み状態となっているなか、広告部門は被災地支援広告、新たな企画を展開し前年同期

を上回り、特に折込部門は震災による自粛で減少した前年同期と比べ大幅な増収となり、大震災前の状態まで盛り

返しております。

　経費面は取り引き先からの支援等があり減少した前年同期に比べ増加。当社において新聞製作の上流工程である

編集組版システムなどの設備更新が完了し、増加した減価償却費も経費を押し上げた要因であります。

　この結果、当期純利益444百万円（前年同期比△457百万円、△50.7％）の増収減益となりました。

(3）経営戦略の現状と見通し及び今後の方針について

　他メディアとの競合による広告の選別化、地域経済の冷え込みによる広告費の抑制・減少傾向、インターネットの

普及による若年層のライフスタイルの変化・新聞離れなど新聞産業を取り巻く環境は一段と厳しさを増していま

す。加えて、新聞用紙等の原材料費の高止まり、さらに輪転機の更新など大型投資も控えております。

　また、東日本大震災の復興にはまだ長い年月を必要としています。大震災を風化させないことが報道機関としての

使命と考えております。

　そうした状況下にあって、徹底した経費削減によるコスト管理、新規広告主の掘り起こし、着実な増紙活動など、時

代のニーズや読者の信頼と期待に応える紙面づくりを基本姿勢に、実効ある戦略展開を図り財務基盤の一層の安定

・強化に努めてまいります。
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(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローが722百万円（前年同期比△349百万円、△

32.6％）となりました。これは広告売上、折込売上が増加しましたが、取り引き先の減免措置が終わり売上原価が増

加、税金等調整前当期純利益638百万円（前年同期比△376百万円、△37.1％）となったことによるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローで使用した資金は353百万円（前年同期比△82百万円、△18.9％）となりまし

た。これは当社において製作工程システムへの設備投資（自己資金を使用）があったことによるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より7百万円多い46百万円のキャッシュの支出となりま

した。これは配当金の支払額、少数株主への配当金の支払額が増加したことによるものです。

　これらの結果、現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度に比べ322百万円増加し、2,947百万円となりました。

(5）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の環境及び入手可能な情報に基づき経営方針を立案しておりますが、少子高齢化、

若年層の活字離れ、インターネットなど他メディアとの競合、特殊指定の廃止問題、消費税増税など取り巻く環境は

さらに厳しさを増すことが予想されます。

　さらには東日本大震災により減少した部数は、回復したとはいえ、まだ完全ではありません。このような情勢の下、

安定した新聞発行を継続するための設備投資はもちろん、社員一人一人の意識を喚起し、当社グループと販売セン

ターとが一体となり課題に対処し経営基盤の強化に取り組む所存であります。

EDINET提出書類

株式会社　岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

13/73



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループ（当社及び連結子会社）は、当社において新聞製作の上流工程である編集組版システムを中心に546百

万円（建設仮勘定からの振替を含む）の設備投資を実施しました。設備投資資金につきましては、自己資金を充当し

ております。

　なお、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありません。　

　

２【主要な設備の状況】

　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりです。

(1）提出会社

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び構築
物

機械装置及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産　 その他 合計

本社及び工場

（岩手県盛岡市）
その他設備 227 6

18

(1,432.4)

 [910.8]

10 94 358
184

(32)

制作センター

（岩手県盛岡市）

新聞生産施

設設備
783 530

－

[3,964.8]
－ 4 1,317

27

(3)

東京支社

（東京都中央区）
その他設備 10 0

49

(259.2)
－ 0 61

7

(1)

大阪支社

（大阪市中央区）
その他設備 － － － － 0 0

－

(1)

仙台支社

（仙台市青葉区）
その他設備 0 － － － 0 0

1

(1)

一関支社

（岩手県一関市）
その他設備 153 0

158

(1,156.7)
－ 0 312

4

(1)

八戸支社

（青森県八戸市）
その他設備 3 －

1

(28.7)
－ 0 5

－

(1)

県内15支局

（岩手県）
その他設備 140 5

145

(3,647.4)
－ 5 296

38

(9)

合計  1,318 542

374

(6,524.3)

[4,875.6]

10 106 2,352
261

(49)

　

(2）国内子会社

 平成25年３月31日現在

会社名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（百万円）

従業員数
（人）

建物及び構築
物

機械装置及び
運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産　 その他 合計

㈱岩手日報広告社

（岩手県盛岡市）
その他設備 9 1 － － 0 11

19

(2)

岩手日報

アド・ブランチ㈱

（岩手県盛岡市）

その他設備 65 0
100

(3,379.2)
8 2 177

26

(34)

㈱岩手日報

こずかたセンター

（岩手県盛岡市）

その他設備 15 5
1

(67.1)
7 2 31

49

(155)

(3）在外子会社

　該当事項はありません。

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品等であります。

２．金額には消費税等を含んでおりません。

３．土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は78百万円であります。賃借している土地の面積につ

いては〔　〕で外書きしております。

４．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書きしております。

５．現在休止中の主要な設備はありません。

６．上記の他、主要な賃借設備は提出会社及び国内子会社とも、該当事項はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　　当社グループ（当社及び連結子会社）の設備計画は、連結各社が個別に策定しております。当連結会計年度末にお
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いて、重要な設備の新設、改修及び除却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000

計 500,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 400,000 400,000 非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

（注）

計 400,000 400,000 － －

　（注）譲渡による当該株式の取得については、当社の取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成４年10月２日 60 400 30 200 － 2

　（注）　有償、役員・従業員に限定する縁故募集

発行価格　　500円

資本組入額　500円

（６）【所有者別状況】

 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
31 15 1 85 － － 665 797 －

所有株式

数

（株）

29,36026,6001,000109,110 － － 233,930400,000 －

所有株式

数の割合

（％）

7.34 6.65 0.25 27.28 － － 58.48 100 －

                               

　（注）単元株制度は採用しておりません。
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社アイビーシー岩手放

送
岩手県盛岡市志家町６番１号 29 7.48

岩手日報労働組合 岩手県盛岡市内丸３番７号 23 5.80

みちのくコカ・コーラボトリ

ング株式会社

岩手県紫波郡矢巾町大字広宮沢第１地割279

番地
20 5.00

三浦　宏 岩手県盛岡市 11 2.88

村田　源一朗 岩手県盛岡市 11 2.75

久慈　士郎 岩手県盛岡市 10 2.60

後藤　百合子 岩手県盛岡市 9 2.42

株式会社岩手銀行 岩手県盛岡市中央通１丁目２番３号 9 2.27

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目３番１号 6 1.50

大志田　諭 岩手県盛岡市 5 1.25

計 － 135 33.96

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  400,000 400,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 400,000 － －

総株主の議決権 － 400,000 －

　

②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、新聞業界の業績が、景気動向に大きく左右されやすい中で、内部留保は経営安定のために極めて重要と考え

ております。従って利益配分としての株主配当は業績に応じて決定することを原則といたしますが、経営体質の強化

のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続的に実施していくことを基本方針としております。

　当社は、期末配当の年１回、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　この剰余金の配当の決定機関は株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり50円の配当を実施することを決定いたしま

した。この結果、当事業年度の配当性向は4.9％となりました。　

　内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上に競争力を高め、市場ニー

ズに応える技術体制の強化、さらには、部数拡大等の戦略の展開を図るために有効投資してまいりたいと考えており

ます。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成25年６月24日

定時株主総会決議
20 50

４【株価の推移】

　当社の株式は非上場でありますので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締役）

　

 三浦　宏 昭和18年３月１日生

昭和41年４月日本ナショナル金銭登録機㈱

昭和43年４月当社入社

平成４年３月 編集局次長

平成７年７月 編集局長

平成８年６月 取締役編集局長

平成12年６月常務取締役総務局長

平成14年６月専務取締役総務局長

平成16年６月代表取締役社長（現任）

（注）

２
11,520

専務取締役 総務局長 山添　勝寛 昭和18年９月12日生

昭和43年４月当社入社

平成11年３月編集局次長兼報道部長

平成12年７月編集局次長兼論説委員会委員

平成15年６月常勤監査役

平成16年６月取締役総務局長

平成20年６月常務取締役総務局長

平成21年６月専務取締役総務局長（現任）

（注）

２
2,173

常務取締役 編集局長 東根　千万億 昭和27年12月26日生

昭和51年４月当社入社

平成15年７月編集局次長兼論説委員会委員

平成16年６月取締役事業局長

平成18年６月取締役編集局長

平成21年６月常務取締役編集局長（現任）

（注）

２
1,443

取締役 事業局長 谷藤　和彦 昭和22年11月25日生

昭和45年４月当社入社

平成12年３月事業局次長

平成18年６月取締役事業局長（現任）

（注）

２
970

取締役 広告局長 吉田　誠一 昭和23年10月31日生

昭和49年４月当社入社

平成18年10月編集局次長兼報道部長

平成21年６月東京支社長

平成22年６月

平成24年６月

取締役東京支社長

取締役広告局長（現任）

（注）

２
1,066

取締役 制作局長 野口　純 昭和23年５月18日生

昭和48年４月当社入社

平成15年３月総務局次長兼労務部長

平成20年６月

平成24年６月

常勤監査役

取締役制作局長（現任）

（注）

２
1,082

取締役
論説委員会

委員長
村井　康典 昭和27年11月７日生

昭和50年４月当社入社

平成20年４月論説委員会副委員

平成24年６月取締役論説委員会委員長（現任）

（注）

２
382

取締役 東京支社長 川井　博之　 昭和32年７月10日生

昭和56年４月当社入社

平成19年10月編集局次長兼報道部長

平成22年４月編集局次長

平成24年６月取締役東京支社長（現任）

（注）

２
400

取締役 販売局長 藤原　敬　 昭和30年６月５日生

昭和55年４月当社入社

平成20年４月販売局次長

平成25年６月取締役販売局長（現任）

（注）

３
200
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常勤監査役  小笠原　裕 昭和25年１月15日生

昭和49年４月当社入社

平成19年２月論説委員会副委員長

平成22年４月

平成22年６月

平成24年６月

論説委員会委員長

取締役論説委員会委員長

常勤監査役（現任）

（注）

4
600

監査役  阿部　正樹 昭和17年12月４日生

昭和40年４月株式会社アイビーシー岩手放送入

社

平成９年６月 同社取締役報道制作局長

平成11年６月同社常務取締役総合企画局長

平成15年６月同社専務取締役

平成16年６月同社代表取締役専務

平成18年６月

平成23年６月

平成25年６月

同社代表取締役社長

同社取締役会長

同社取締役相談役（現任）　

平成18年６月当社監査役（現任)

（注）

１

4

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 19,836

　（注）１．監査役阿部正樹は、社外監査役であります。

　　　　２．平成24年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　　３．平成25年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　４．平成24年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

EDINET提出書類

株式会社　岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

21/73



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の健全性、効率性、透明性を向上させ、企業価値を高めることをコーポレート・ガバナンスの基本方針

としております。

　また、国民の「知る権利」にこたえる報道・評論を展開すると同時に岩手県の県紙として地域社会の発展に寄与

し、新聞の文化的使命を果たすべく品格を重んじるコーポレート・ガバナンス体制の構築が重要であると考えてお

ります。

　現在のコーポレート・ガバナンス体制が有効にその機能を果たしていると認識しておりますので、当期において

追加の施策は実施しておりません。

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①会社の機関の基本説明

　当社は常勤監査役と社外監査役制度を採用しております。

　経営方針等の重要事項、重要な業務執行に関する意思決定機関及び監督機関として取締役会、常務会を設置して

おります。

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　現在は取締役９人、監査役２人（うち、社外監査役１人）の体制であります。監査役が出席する取締役会が当社

の業務遂行を決定しております。

　監査役は取締役の職務の遂行を監督し、会計及び業務に関しては定期的に監査を行い、会計処理の適正化に努め

ております。また、会計監査人との連携につきましては、会計監査に立会い、意見交換、情報の聴取を行うととも

に、適宜、報告を求めるなど連携を密にし、必要に応じて取締役会で意見を述べております。

　取締役会及び常務会を週１回開催し、経営責任の明確化、意思決定の透明性を図り、業務執行の迅速化と的確な

事業運営の展開に努めているほか、部長職以上で構成される全社会議を月１回開催し、会社の経営方針等の伝達、

徹底を図り意識向上に努めております。

　内部統制については、内部牽制の強化を図り、法令遵守、営業活動の妥当性評価、業務執行の適正化に向け提言な

ど必要な措置を講じております。

　また、緊急課題発生時には総合対策委員会を設置し、情報収集や対策など組織横断的な対応を行っています。

③会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は田村賢一、新井田信也であり、北光監査法人に所属しております。

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、会計士補等２名、その他２名であります。

④社外取締役及び社外監査役

　当社は報道機関として言論の自由と独立を守るため、現場を熟知してこそ的確な意思決定が可能と考え、社外取

締役は選任しておりません。

　社外監査役は１名であります。社外監査役を選任するための独立性に関する基準は特段設けておりませんが、利

害関係がなく豊富な経験と幅広い見識を持ち、当社の経営陣に対し独立した立場から適切な意見を述べて頂ける

方を選任しております。

　社外監査役である阿部正樹氏は株式会社アイビーシー岩手放送の取締役相談役を務めております。また、同社は

当社株式を29千株保有しております。　

(2）リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、各所轄部門において監視・監督を行うとともに、重要な事項については取締役会にお

いても監視・監督を行っております。さらに、必要な事項については顧問弁護士より法的側面からアドバイスを

受けております。

(3）役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は次のとおりであります。

　役員報酬  

　　取締役に支払った報酬 135百万円

　　監査役に支払った報酬 14百万円

計 150百万円

(4）取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。
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(5）取締役の選任及び解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、解任決議について議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決

権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

(6）株主総会の決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものであります。

　

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 5 － 5 －

連結子会社 － － － －

計 5 － 5 －

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。　

④【監査報酬の決定方針】

　定めておりません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）の財務諸表について、北光監

査法人による監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,978 3,305

受取手形及び売掛金 879 901

原材料及び貯蔵品 51 82

繰延税金資産 12 12

その他 119 123

貸倒引当金 △14 △18

流動資産合計 4,026 4,407

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 3,931

※1
 3,935

減価償却累計額 △2,438 △2,527

建物及び構築物（純額） 1,493 1,408

機械装置及び運搬具 4,353 3,740

減価償却累計額 △3,649 △3,190

機械装置及び運搬具（純額） 704 550

土地 ※1
 476

※1
 476

リース資産 56 60

減価償却累計額 △22 △33

リース資産（純額） 33 27

建設仮勘定 218 －

その他 321 355

減価償却累計額 △282 △244

その他（純額） 39 110

有形固定資産合計 2,966 2,573

無形固定資産 32 293

投資その他の資産

投資有価証券 234 237

繰延税金資産 55 56

その他 221 222

貸倒引当金 △84 △79

投資その他の資産合計 427 436

固定資産合計 3,425 3,303

資産合計 7,451 7,711
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 360 360

短期借入金 115 115

未払金 600 726

リース債務 12 12

未払法人税等 71 118

賞与引当金 167 189

役員賞与引当金 18 22

その他 133 69

流動負債合計 1,479 1,614

固定負債

長期借入金 31 27

リース債務 28 19

繰延税金負債 15 17

退職給付引当金 1,812 1,488

役員退職慰労引当金 124 119

その他 6 6

固定負債合計 2,018 1,680

負債合計 3,497 3,294

純資産の部

株主資本

資本金 200 200

資本剰余金 2 2

利益剰余金 3,316 3,740

株主資本合計 3,518 3,943

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 15 20

その他の包括利益累計額合計 15 20

少数株主持分 419 452

純資産合計 3,954 4,416

負債純資産合計 7,451 7,711
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高 12,625 12,890

売上原価 6,943 7,569

売上総利益 5,682 5,320

販売費及び一般管理費 ※1
 4,689

※1
 4,604

営業利益 993 716

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 4 5

不動産賃貸料 15 16

その他 44 25

営業外収益合計 64 48

営業外費用

支払利息 2 2

出版物除却損 11 9

その他 1 1

営業外費用合計 15 14

経常利益 1,043 750

特別利益

固定資産売却益 ※2
 0

※2
 0

投資有価証券売却益 0 －

受取保険金 18 －

特別利益合計 18 0

特別損失

固定資産売却損 ※3
 0

※3
 0

災害による損失 ※4
 39 －

固定資産除却損 ※5
 2

※5
 107

有価証券評価損 0 2

貸倒引当金繰入額 － 1

役員退職慰労金 5 －

特別損失合計 47 111

税金等調整前当期純利益 1,014 638

法人税、住民税及び事業税 78 153

法人税等調整額 4 △1

法人税等合計 82 151

少数株主損益調整前当期純利益 931 487

少数株主利益 29 42

当期純利益 901 444
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 931 487

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8 5

その他の包括利益合計 ※1
 8

※1
 5

包括利益 940 492

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 910 449

少数株主に係る包括利益 29 43
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 200 200

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 200 200

資本剰余金

当期首残高 2 2

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

利益剰余金

当期首残高 2,430 3,316

当期変動額

剰余金の配当 △16 △20

当期純利益 901 444

当期変動額合計 885 424

当期末残高 3,316 3,740

株主資本合計

当期首残高 2,633 3,518

当期変動額

剰余金の配当 △16 △20

当期純利益 901 444

当期変動額合計 885 424

当期末残高 3,518 3,943

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 6 15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 5

当期変動額合計 8 5

当期末残高 15 20

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 6 15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 5

当期変動額合計 8 5

当期末残高 15 20
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

少数株主持分

当期首残高 395 419

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 23 32

当期変動額合計 23 32

当期末残高 419 452

純資産合計

当期首残高 3,035 3,954

当期変動額

剰余金の配当 △16 △20

当期純利益 901 444

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 32 38

当期変動額合計 918 462

当期末残高 3,954 4,416
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,014 638

減価償却費 286 351

有形固定資産除却損 1 108

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） 0 △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △26 22

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 4

退職給付引当金の増減額（△は減少） △201 △323

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 25 △4

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） △0 2

受取利息及び受取配当金 △4 △5

支払利息 2 2

災害損失 39 －

売上債権の増減額（△は増加） △136 △22

たな卸資産の増減額（△は増加） 13 △31

仕入債務の増減額（△は減少） 52 145

未収消費税等の増減額（△は増加） － △11

未払消費税等の増減額（△は減少） 43 △59

その他 8 2

小計 1,109 818

利息及び配当金の受取額 4 5

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △39 △99

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,072 722

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △423 △432

定期預金の払戻による収入 388 428

投資有価証券の取得による支出 △1 △0

投資有価証券の売却及び償還による収入 4 3

有形固定資産の取得による支出 △396 △61

有形固定資産の売却による収入 0 1

無形固定資産の取得による支出 △7 △291

貸付けによる支出 △0 △0

貸付金の回収による収入 0 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △435 △353

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 35 －

長期借入金の返済による支出 △39 △3

配当金の支払額 △16 △20

少数株主への配当金の支払額 △6 △10

リース債務の返済による支出 △12 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー △38 △46

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 597 322

現金及び現金同等物の期首残高 2,027 2,625

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 2,625

※1
 2,947
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　３社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４．関係会社の状況」に記載しているため省略しております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、３社とも連結決算日と一致しております。

３．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定）を採用しております。　

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用しております。

ロ．たな卸資産

　当社及び連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　当社の制作センターについては定額法、その他については、定率法によっております。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　５年～50年

機械装置及び運搬具　５年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

ハ．リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ロ．賞与引当金

　当社及び連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金

　当社及び連結子会社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上して

おります。

ニ．退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えて、当社及び連結子会社の一部は内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。　

(4）消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

  これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の減価償却費が11百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ11百万円増加しております。

　

（連結貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

建物 63百万円 60百万円

土地 100 100

計 163 160

　上記の物件について、当座貸越契約の担保に供しております。なお、期末において借入実行残高はありま

せん。

　

　２　当座貸越契約

　連結子会社（岩手日報アド・ブランチ㈱）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行㈱

岩手銀行及び㈱北日本銀行と当座貸越契約を締結しております。

　当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりです。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

当座貸越極度額 114百万円 114百万円

借入実行残高 － －

差引額 114 114

　

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

賞与引当金繰入額 47百万円 51百万円

役員賞与引当金繰入額 18 22

役員退職慰労引当金繰入額 19 19

給与及び諸手当 1,136 1,149

販売費 2,256 2,178

退職給付費用 44 38
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※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

車両運搬具 0百万円 　車両運搬具 0百万円

　　

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

車両運搬具 0百万円 　車両運搬具 0百万円

　

※４　災害による損失

東日本大震災で被災した販売センター及び取引先に対する復旧支援費用であります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

復旧支援費用 39百万円 　 －

　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建　物 0百万円 　機械装置 101百万円

　〃　廃棄費用 2 　　〃　廃棄費用 0

　     　工具器具備品 6

　

（連結包括利益計算書関係）

※1　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金： 　 　

当期発生額 12百万円 5百万円

組替調整額 － 2

税効果調整前 12 8

税効果額 △3 △2

その他有価証券評価差額金 8 5

その他の包括利益合計 8 5
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 400 － － 400

合計 400 － － 400

自己株式                 

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月20日

定時株主総会
普通株式 16 40平成23年３月31日平成23年６月21日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月25日

定時株主総会
普通株式 20利益剰余金 50平成24年３月31日平成24年６月26日
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当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式                 

普通株式 400 － － 400

合計 400 － － 400

自己株式                 

普通株式 － － － －

合計 － － － －

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月25日

定時株主総会
普通株式 20 50平成24年３月31日平成24年６月26日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月24日

定時株主総会
普通株式 20利益剰余金 50平成25年３月31日平成25年６月25日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 2,978百万円 3,305百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △353 △357

現金及び現金同等物 2,625 2,947
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（リース取引関係）

1．ファイナンス・リース取引

   所有権移転外ファイナンス・リース取引

  ①リース資産の内容

　　　有形固定資産

　　　　主として、財務における基幹サーバー及びその他の設備（工具、器具及び備品）であります。

　　　無形固定資産

　　　　財務における基幹サーバーのソフトウェアであります。

　

　②リース資産の減価償却の方法

　　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計処理基準に関する事項（２）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

　

　　(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　　　前連結会計年度（平成24年３月31日）　

　 取得価額相当額　 　減価償却累計額相当額 　期末残高相当額

　その他 　4百万円 　4百万円 　－百万円

　合　計 　4 　4 　－

　

　　　当連結会計年度（平成25年３月31日）　

　 取得価額相当額　 　減価償却累計額相当額 　期末残高相当額

　その他 －百万円 －百万円 －百万円

　合　計 － － －

　

　

(2）未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）　

当連結会計年度

（平成25年３月31日）　

　１年内 　－百万円 －百万円

　１年超 　－ －

　合　計 　－ －

　

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　

前連結会計年度

（自平成23年４月１日

　至平成24年３月31日）

当連結会計年度

（自平成24年４月１日

　至平成25年３月31日）

　支払リース料 　0百万円 －百万円

　減価償却費相当額 　0 －

　支払利息相当額 　0 －

　

(4）減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。　

　

(5）利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。

　

(減損損失について)　

　　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資

は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバ

ティブ取引は行っておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達及び資金の効率的

運用を目的としております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

当社は、営業債権について、各債権担当部門が主要な取引先の状況をモニタリングし財務状況の悪化等によ

る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

資金調達に係る流動性リスク（支払い期日に支払いを実行できなくなるリスク）は、適時に資金繰り計画表

を作成・更新し手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様で

あります。　

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められたものは含まれておりません（(注)２．参照）。

　

　　前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計

上額(百万円)
　時価(百万円) 　差額(百万円) 　

(1)現金及び預金 　2,978 2,978　 － 　

(2)受取手形及び売掛金 879 879　 　－ 　

(3)投資有価証券 94 94　 　－ 　

資産計 3,952 3,952　 　－ 　

(1)支払手形及び買掛金 　360 　360 － 　

(2)短期借入金 　115 　115 　0 　

(3)リース債務(流動) 　12 　12 　△0 　

(4)未払法人税等 　71 　71 　－ 　

(5)長期借入金 　31 　31 　－ 　

(6)リース債務(固定) 　28 　27 　△0 　

負債計 　619 　619 　△0 　
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　　当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
連結貸借対照表計

上額(百万円)
　時価(百万円) 　差額(百万円) 　

(1)現金及び預金 　3,305 3,305　 － 　

(2)受取手形及び売掛金 901 901　 　－ 　

(3)投資有価証券 100 100　 　－ 　

資産計 4,307 4,307　 　－ 　

(1)支払手形及び買掛金 　360 　360 － 　

(2)短期借入金 　115 　115 　0 　

(3)リース債務(流動) 　12 　12 　△0 　

(4)未払法人税等 　118 　118 　－ 　

(5)長期借入金 　27 　27 　－ 　

(6)リース債務(固定) 　19 　19 　△0 　

負債計 　654 　654 　△0 　

 （注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　　　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　　　　　(3)投資有価証券

　　　　　　この時価については、取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項につ

いては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。　

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(4)未払法人税等

　　　　　　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

　　　　　(2)短期借入金、(3)リース債務(流動負債)、(5)長期借入金、(6)リース債務(固定負債)

　　　　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。

　

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）　

　区　分
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

当連結会計年度

（平成25年３月31日）

　非上場株式 　140 　137

　　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(3)投資有価証券」には含めておりません。
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　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　　　　　　前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内

（百万円）　

１年超５年以内

（百万円）　

５年超10年以内

（百万円）　

10年超

（百万円）　

現金及び預金 2,955 　－ 　－ 　－

受取手形及び売掛金 　879 　－ 　－ 　－

満期保有目的の債券 　 　 　 　

(1)国債・地方債等 　－ 　－ 　－ 　－

(2)社債 　－ 　－ 　－ 　－

その他有価証券のう

ち満期があるもの
　 　 　 　

(1)債券(社債) 　－ 　－ 　－ 　－

(2)その他 　－ 　－ 　－ 　－

合　計 　3,834 　－ 　－ 　－

　

　　　　　　当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内

（百万円）　

１年超５年以内

（百万円）　

５年超10年以内

（百万円）　

10年超

（百万円）　

現金及び預金 3,281 　－ 　－ 　－

受取手形及び売掛金 　901 　－ 　－ 　－

満期保有目的の債券 　 　 　 　

(1)国債・地方債等 　－ 　－ 　－ 　－

(2)社債 　－ 　－ 　－ 　－

その他有価証券のう

ち満期があるもの
　 　 　 　

(1)債券(社債) 　－ 　－ 　－ 　－

(2)その他 　－ 　－ 　－ 　－

合　計 　4,183 　－ 　－ 　－
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　　　４．長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 112 － － － － －

長期借入金 3 3 3 3 3 16

リース債務 12 11 10 5 0 0

　                         

合計 128 15 13 9 4 16

　

当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 112 － － － － －

長期借入金 3 3 3 3 3 13

リース債務 12 11 6 1 1 0

　                         

合計 127 14 10 5 4 13
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

（単位：百万円）　

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

連結会計年度の損益に含まれた評価差額 － －

　

２．満期保有目的の債券

　　前連結会計年度（平成24年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（時価が連結貸借対照表計上額を

超えるもの）
   

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

小計 － － －

（時価が連結貸借対照表計上額を

超えないもの）
            

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

小計 － － －

合計 － － －

　

　　当連結会計年度（平成25年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（時価が連結貸借対照表計上額を

超えるもの）
   

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

小計 － － －

（時価が連結貸借対照表計上額を

超えないもの）
            

①国債・地方債等 － － －

②社債 － － －

③その他 － － －

小計 － － －

合計 － － －
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３．その他有価証券

  前連結会計年度（平成24年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額　

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの）
            

①株式 82 54 28

②債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

③その他 － － －

小計 82 54 28

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの）
            

①株式 11 16 △5

②債券             

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

③その他 － － －

小計 11 16 △5

合計 94 70 23

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　140百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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  当連結会計年度（平成25年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上額　

（百万円）
取得原価（百万円） 差額（百万円）

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの）
            

①株式 90 57 33

②債券    

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

③その他 － － －

小計 90 57 33

（連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの）
            

①株式 9 11 △1

②債券             

国債・地方債等 － － －

社債 － － －

その他 － － －

③その他 － － －

小計 9 11 △1

合計 100 68 32

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　137百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

４．売却したその他有価証券

　　前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日） 

種類
売　却　額
（百万円）　

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式 0 0 －

(2)債券　             

　①　国債・地方債等 － － －

　②　社債 － － －

　③　その他 － － －

(3)その他　 － － －

合計 0 0 －
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　　当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日） 

種類
売　却　額
（百万円）　

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1)株式 3 － －

(2)債券　             

　①　国債・地方債等 － － －

　②　社債 － － －

　③　その他 － － －

(3)その他　 － － －

合計 3 － －

　

５．減損処理を行った有価証券

　　　　　前連結会計年度において、有価証券について0百万円（その他有価証券の株式0百万円）減損処理を行っており

ます。

　　　　　当連結会計年度において、有価証券について2百万円（その他有価証券の株式2百万円）減損処理を行っており

ます。

　　　　　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50%程度下落した場合には回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。　

　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至

　平成25年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、確定給付企業年金及び退職一時金制度を設け、連結子会社では中小企業退職金共済制度を

設けております。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）

　

　

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

 （単位：百万円）　 （単位：百万円）

退職一時金制度     　     

退職給付債務 △1,448 　 △1,338

適格退職年金制度     　     

退職給付債務 △949 　 △897

年金資産 585 　 747

退職給付引当金 △1,812 　 △1,488

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

　

　

　

当連結会計年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

 （単位：百万円）　 （単位：百万円）

退職一時金制度     　     

当期発生費用 118 　 122

退職給付費用 118 　 122

適格退職年金制度     　     

当期発生費用 48 　 5

退職給付費用 48 　 5

中小企業退職金共済制度     　     

当期支払額 5 　 5

４．退職給付債務などの計算の基礎に関する事項

（前連結会計年度）　

　退職一時金制度については、期末の要支給額を退職給付債務として退職給付引当金に計上しております。

　確定給付企業年金については、数理債務及び支払準備金を退職給付債務とし、年金資産の時価額を控除した

額を退職給付引当金に計上しております。

（当連結会計年度）　

　退職一時金制度については、期末の要支給額を退職給付債務として退職給付引当金に計上しております。

　確定給付企業年金については、数理債務及び支払準備金を退職給付債務とし、年金資産の時価額を控除した

額を退職給付引当金に計上しております。
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 （単位：百万円） （単位：百万円）

貸倒引当金 30  28

賞与引当金 63  71

未払事業税 7  10

退職給付引当金 666  540

役員退職慰労引当金 43  41

その他 9  10

繰延税金資産小計 819  703

評価性引当額 △751  △634

繰延税金資産合計 67  68

          

繰延税金負債          

その他有価証券評価差額金 △8  △11

固定資産圧縮積立金 △6  △6

その他 －  △0

繰延税金負債合計 △15  △18

繰延税金資産の純額 51  50

（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれている。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 12  12

固定資産－繰延税金資産

固定負債－繰延税金負債　

55

△15
 

56

△17
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

 （単位：％） （単位：％）

法定実効税率 40.0  38.0

（調整）          

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7  3.2

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1  △0.2

住民税均等割 0.5  0.8

評価性引当額の増加 △34.5  △17.8

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.8  －

その他 △0.2  △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.2  23.7

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　当社グループは「岩手日報」の印刷、発行、販売及びそれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。

　

Ⅱ　当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　当社グループは「岩手日報」の印刷、発行、販売及びそれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、

記載を省略しております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

　本邦以外の売上高及び本邦以外に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％を超える顧客に、該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

　本邦以外の売上高及び本邦以外に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％を超える顧客に、該当事項はありません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　該当事項はありません。

　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

【関連当事者情報】

　前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成24年４月１日　

至　平成25年３月31日）において、該当事項はありません。

（１株当たり情報）

　
　
　

前連結会計年度
（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 8,836.88円 9,910.21円

１株当たり当期純利益金額 2,254.73円 1,110.56円

　（注）１.　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益金額（百万円） 901 444

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 901 444

普通株式の期中平均株式数（千株） 400 400

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 112 112 0.91 －

１年以内に返済予定の長期借入金 3 3 1.50 －

１年以内に返済予定のリース債務 12 12 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 31 27 1.50平成26年～33年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 28 19 － 平成26年～30年

その他有利子負債 － － － －

合　計 187 175 － －

　（注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。加重平均利率を算定する

際の利率及び残高は期末のものを使っております。 

　　　　２．リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

　　　　３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下の

とおりであります。 

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 3 3 3 3

リース債務 11 6 1 1

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

　

　

（２）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社　岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

51/73



２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,929 2,183

受取手形 0 －

売掛金 ※1
 502

※1
 491

原材料及び貯蔵品 51 82

未収入金 71 81

未収消費税等 － 10

その他 45 26

貸倒引当金 △6 △7

流動資産合計 2,593 2,868

固定資産

有形固定資産

建物 3,694 3,695

減価償却累計額 △2,304 △2,385

建物（純額） 1,389 1,310

構築物 82 82

減価償却累計額 △72 △74

構築物（純額） 9 8

機械及び装置 4,245 3,636

減価償却累計額 △3,555 △3,105

機械及び装置（純額） 689 531

車両運搬具 56 50

減価償却累計額 △48 △39

車両運搬具（純額） 7 11

工具、器具及び備品 287 320

減価償却累計額 △259 △219

工具、器具及び備品（純額） 27 100

土地 374 374

リース資産 22 22

減価償却累計額 △7 △11

リース資産（純額） 15 10

建設仮勘定 218 －

その他 5 5

有形固定資産合計 2,737 2,352

無形固定資産

ソフトウエア 17 280

電話加入権 7 7

リース資産 4 3

無形固定資産合計 29 291
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 229 230

関係会社株式 27 27

出資金 7 7

破産更生債権等 13 15

長期前払費用 2 1

差入保証金 3 3

敷金 11 10

その他 28 28

貸倒引当金 △26 △29

投資その他の資産合計 296 295

固定資産合計 3,064 2,939

資産合計 5,658 5,808

負債の部

流動負債

買掛金 360 360

短期借入金 112 112

未払金 207 317

未払代理店手数料 72 75

未払法人税等 24 76

未払消費税等 71 －

前受金 11 13

リース債務 5 5

預り金 28 31

賞与引当金 143 164

設備関係未払金 24 5

流動負債合計 1,061 1,163

固定負債

繰延税金負債 15 17

退職給付引当金 1,655 1,329

役員退職慰労引当金 115 108

リース債務 15 9

預り保証金 6 6

固定負債合計 1,808 1,471

負債合計 2,870 2,634
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 200 200

資本剰余金

資本準備金 2 2

資本剰余金合計 2 2

利益剰余金

利益準備金 50 50

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 12 11

別途積立金 1,300 2,300

繰越利益剰余金 1,206 588

利益剰余金合計 2,568 2,950

株主資本合計 2,771 3,152

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16 20

評価・換算差額等合計 16 20

純資産合計 2,787 3,173

負債純資産合計 5,658 5,808
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高

販売収入 6,951 6,838

広告収入 2,568 2,610

雑収入 173 186

売上高合計 9,692 9,635

売上原価 4,771 5,116

売上総利益 4,920 4,518

販売費及び一般管理費

販売費

給料諸手当 127 124

賞与引当金繰入額 7 8

退職給付費用 7 5

減価償却費 0 0

販売費 2,632 2,551

輸送費 174 177

貸倒引当金繰入額 2 2

その他費用 28 26

販売費合計 2,979 2,897

一般管理費

給料諸手当 339 357

賞与引当金繰入額 16 18

退職給付費用 15 10

役員退職慰労引当金繰入額 16 16

減価償却費 105 92

福利厚生費 60 61

修繕費 79 97

広告宣伝費 24 24

事業費 99 98

諸税公課 34 29

その他費用 288 255

一般管理費合計 1,080 1,063

販売費及び一般管理費合計 4,059 3,960

営業利益 861 557

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 ※1
 11

※1
 16

不動産賃貸料 15 16

その他 38 18

営業外収益合計 66 51

営業外費用

支払利息 1 2

出版物除却損 11 9

その他 0 1

営業外費用合計 13 13

経常利益 913 595
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※2
 0

※2
 0

投資有価証券売却益 0 －

受取保険金 18 －

特別利益合計 18 0

特別損失

固定資産売却損 － ※3
 0

災害による損失 ※4
 39 －

固定資産除却損 ※5
 2

※5
 107

有価証券評価損 0 2

貸倒引当金繰入額 － 1

特別損失合計 41 111

税引前当期純利益 891 484

法人税、住民税及び事業税 18 83

法人税等調整額 △1 △0

法人税等合計 16 82

当期純利益 874 401
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,196 25.1 1,256 24.6
Ⅱ　労務費 １ 1,984 41.6 2,028 39.6
Ⅲ　経費 ２ 1,590 33.3 1,831 35.8
当期売上原価  4,771100.0 5,116100.0

 （前事業年度） （当事業年度）

（注）１．労務費中に含まれている賞与引当金繰入額     119百万円 137百万円

２．経費中に含まれている減価償却費     160百万円 237百万円

（原価計算の方法）

　当社の原価計算は、実際原価計算によるが当社の製品の性質上厳密な原価計算を行っておりません。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 200 200

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 200 200

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 2 2

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2 2

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 50 50

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 50 50

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

当期首残高 12 12

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 0 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 12 11

別途積立金

当期首残高 1,300 1,300

当期変動額

別途積立金の積立 － 1,000

当期変動額合計 － 1,000

当期末残高 1,300 2,300

繰越利益剰余金

当期首残高 347 1,206

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 △0 －

固定資産圧縮積立金の取崩 0 0

別途積立金の積立 － △1,000

剰余金の配当 △16 △20

当期純利益 874 401

当期変動額合計 858 △617

当期末残高 1,206 588
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

利益剰余金合計

当期首残高 1,709 2,568

当期変動額

剰余金の配当 △16 △20

当期純利益 874 401

当期変動額合計 858 381

当期末残高 2,568 2,950

株主資本合計

当期首残高 1,912 2,771

当期変動額

剰余金の配当 △16 △20

当期純利益 874 401

当期変動額合計 858 381

当期末残高 2,771 3,152

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 7 16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 4

当期変動額合計 8 4

当期末残高 16 20

評価・換算差額等合計

当期首残高 7 16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

8 4

当期変動額合計 8 4

当期末残高 16 20

純資産合計

当期首残高 1,920 2,787

当期変動額

剰余金の配当 △16 △20

当期純利益 874 401

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8 4

当期変動額合計 867 385

当期末残高 2,787 3,173
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式

総平均法による原価法

(2）その他有価証券

①時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として

総平均法により算定しております）

②時価のないもの

総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　制作センターについては定額法、その他については、定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　５年～50年

機械装置及び運搬具　５年～10年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

(3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

(5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

  これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の減価償却費が11百万円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ11百万円増加しております。

　

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する売掛金

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

108百万円 109百万円

　

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

関係会社よりの受取配当金 7百万円 　 11百万円

　

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

車両運搬具 0百万円 　車両運搬具 0百万円

　

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

　 －　　　 　車両運搬具 0百万円

　

※４　災害による損失

東日本大震災で被災した販売センター等に対する復旧支援費用であります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

復旧支援費用 39百万円 　 －

　

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

建物及び解体費用 2百万円 　機械装置及び廃棄費用 101百万円

　     　工具器具備品 6百万円

　

（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　記載する事項はありません。

　

　当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

　　記載する事項はありません。
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（リース取引関係）

　１．ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　（1）リース資産の内容
　　　①　有形固定資産

　本社電話交換設備、財務における基幹サーバー（工具、器具及び備品）であります。
　　　②　無形固定資産

　財務基幹サーバーソフトウェアであります。
 
　（2）リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。
　

（有価証券関係）

　前事業年度（平成24年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　27百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。　

　

　当事業年度（平成25年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　27百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。　

　

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成24年３月31日）
 

当事業年度
（平成25年３月31日）

繰延税金資産 （単位：百万円） （単位：百万円）

貸倒引当金 10  11

賞与引当金 54  62

未払事業税 3  6

退職給付引当金 611  484

役員退職慰労引当金 40  37

その他 8  10

繰延税金資産小計 728  613

評価性引当額 △728  △613

繰延税金資産合計 －  －

          

繰延税金負債          

その他有価証券評価差額金 △8  △11

固定資産圧縮積立金 △6  △6

繰延税金負債合計 △15  △17

繰延税金資産の純額（△は繰延税金負債） △15  △17
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

（平成24年３月31日）　
　

当事業年度

（平成25年３月31日）　

　 　（単位 : ％）　 　（単位 : ％）

法定実効税率 40.0　 　 38.0　

（調整） 　 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 　1.1 　 　2.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目　 　△0.4 　 　△1.1

住民税均等割　 　0.5 　 　0.9

評価性引当額の増加　 　△39.1 　 　△23.2

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 　△0.1 　 　－

その他 　△0.1 　 　△0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率　 　1.9 　 　17.1

　

　

（１株当たり情報）

　
前事業年度

（自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日）

当事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 6,969.32円 7,934.06円

１株当たり当期純利益金額 2,187.03円 1,004.14円

　（注）１.　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　２.

　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。　

 
前事業年度

(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

当期純利益金額（百万円） 874 401

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額

（百万円）
874 401

普通株式の期中平均株式数（千株） 400 400

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

株式会社電通 20,000 55

株式会社エフエム岩手 942 47

株式会社アイビーシー岩手放送 41,358 28

株式会社岩手銀行 5,362 20

株式会社日本プレスセンター 360 18

株式会社岩手めんこいテレビ 252 12

株式会社北日本銀行 4,101 9

株式会社盛岡地域交流センター 130 6

株式会社東北銀行 32,810 5

株式会社共同通信会館 499 4

共益商事株式会社 3,400 3

いわぎんリース・データ株式会社 4,000 3

株式会社全国新聞ネット 3 3

岩手地所株式会社 3,300 2

株式会社東北電力　 3,040 2

その他（15銘柄） 17,884 7

小計 137,441 230

計 137,441 230
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産                             

建物 3,694 1 － 3,695 2,385 80 1,310

構築物 82 － － 82 74 1 8

機械及び装置 4,245 62 670 3,636 3,105 119 531

車両運搬具 56 9 15 50 39 4 11

工具、器具及び備品 287 130 97 320 219 50 100

土地 374 － － 374 － － 374

リース資産 22 － － 22 11 4 10

建設仮勘定　 218 331 550 － － － －

その他 5 － － 5 － － 5

有形固定資産計 8,986 536 1,334 8,189 5,836 261 2,352

無形固定資産                             

ソフトウエア 76 329 26 379 99 67 280

電話加入権 7 － － 7 － － 7

リース資産 7 － － 7 3 1 3

無形固定資産計 90 329 26 394 102 68 291

長期前払費用 4 － － 4 2 0 1

　（注）当期増減額の主なものは次のとおりです。

機械及び装置　 　増加額（百万円） 　本　社 － 　制作センター 62

　　〃 　減少額（百万円） 　本　社 665　制作センター 4

工具、器具及び備品 　増加額（百万円） 　本　社 118　制作センター 4

　　〃 　減少額（百万円） 　本　社 86　 　

建設仮勘定 　増加額（百万円） 　本　社 　245　制作センター 86　

　　〃 　減少額（百万円） 　本　社 　460　制作センター 90　

ソフトウェア 　増加額（百万円） 　本　社 　329　 　

　

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 33 23 0 19 37

賞与引当金 143 164 143 － 164

役員退職慰労引当金 115 16 24 － 108

　（注）　貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度末（平成25年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりです。

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 7

預金     

当座預金 1,162

普通預金 13

定期預金 1,000

計 2,175

合計 2,183

　②　売掛金

相手先 金額（百万円）

（販売売掛金）     

せいなんセンター 4

太田センター 4

滝沢センター 3

その他 48

計 61

（広告売掛金）     

株式会社岩手日報広告社　 105

株式会社電通 68

株式会社博報堂ＤＹメディアパートナーズ 36

その他 220

計 430

合計 491

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

502 9,921 9,931 491 95.3 18.3

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。
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③　原材料及び貯蔵品

品名 金額（百万円）

原材料     

　新聞巻取用紙 13

　新聞インキ 1

小計 14

貯蔵品     

　記者端末関連 41

　出版物 15

　輪転機予備モーター 3

　星の雫（岩手日報随筆賞正賞） 2

　その他（事務用品、電装看板等） 5

小計 68

合計 82

④　買掛金

相手先 金額（百万円）

日本製紙株式会社 133

王子製紙株式会社 130

株式会社赤澤紙業 92

日本新聞インキ株式会社 4

合計 360

⑤　未払金

相手先 金額（百万円）

東芝ソリューション株式会社 27

東洋インキ東北株式会社 10

株式会社ゴスグラフィックシステムズジャパン 8

その他 270

合計 317
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⑥　退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職一時金制度     

退職給付債務 1,179

適格退職年金制度     

退職給付債務 897

年金資産 △747

合計 1,329

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 株券不発行制度を採用しております。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 －（単元株制度は採用しておりません）

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目四番五号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目四番五号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当事項なし

株主名簿管理人 該当事項なし

取次所 該当事項なし

買取手数料 該当事項なし

公告掲載方法 岩手日報に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

株式の譲渡 当会社の株式の譲渡には、取締役会の承認を要する。

　

EDINET提出書類

株式会社　岩手日報社(E00701)

有価証券報告書

69/73



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

　なお、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第74期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月28日東北財務局長に提

出。

(2）半期報告書

　（第75期中）（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）平成24年12月26日東北財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成25年６月18日 

株式会社岩手日報社    

 取締役会　御中  

 北光監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 田村　賢一　　　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 新井田　信也　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社岩手日報社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社岩手日報社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付す
る形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成25年６月18日 

株式会社岩手日報社    

 取締役会　御中  

 北光監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 田村　賢一　　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 新井田　信也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社岩手日報社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第75期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社岩

手日報社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形

で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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